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当月 当月 年初来
世界 100 -4.5 -7.0

北米 78.0 -4.4 -6.4
米国 76.5 -4.3 -6.2
カナダ 1.5 -7.5 -14.8
欧州 8.0 -3.2 -8.9
フランス 1.7 -3.0 -2.1
イギリス 4.6 -3.7 -10.6
ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ 12.2 -6.2 -10.3
豪州 6.2 -5.8 -5.5
シンガポール 3.4 -6.8 -9.5
香港 1.2 -6.8 -32.4
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当月 年初来
世界 -3.3 6.0

北米 -3.0 7.4
米国 -2.9 7.7
カナダ -8.6 -4.6
欧州 -2.1 4.7
フランス -1.7 11.2
イギリス -2.9 3.5
ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ -6.0 -1.9
豪州 -6.2 1.3
シンガポール -5.7 1.7
香港 -5.3 -22.6

騰落率
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ＲＥＩＴレポート
グローバルリート市場レポート（2023年11月号）

（審査確認番号 2023ーＳB56）

グローバルリート市場（除く日本）の動向（2023年10月）

図表1：グローバルリートの国・地域別構成比や騰落率等（2023年10月末時点）
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 10月のグローバルリート市場（除く日本、配当込み、Ｓ＆Ｐ指数ベース）は前月末比4.5％下落しました。
中東情勢の先行き不透明感などから原油価格が上昇しインフレの再加速懸念が広がったことや、米国長期
金利が約16年ぶりに一時5%を超えるなど高止まりしていることを受けて投資家のリスク回避姿勢が強ま
り、すべての国・地域が下落しました。

 10月の騰落率は、現地通貨ベース、円ベース共に、グローバル株式を下回りました。
（参考）当月のグローバル株式（MSCI‐kokusai（除く日本、配当込み））の騰落率

【現地通貨ベース】前月末比－2.6％（年初来＋8.8％）【円ベース】同－1.3％（同+24.5％）
 10月は主要８セクターすべてが下落しました。欧米を中心に長期金利が高い水準にとどまっていること

が嫌気され、倉庫の下落率が－9.1％と最大となったほか、オフィスも－8.0％となりました。
【米国（Ｓ＆Ｐリート指数（現地通貨・配当込み）ベース）（前月末比）】
• 9月の消費者物価指数（CPI）が前年同月比＋3.7％と市場予想を上回ったことや、パウエルFRB議長の発

言により金融引き締めが長期化するとの見方が強まったことから長期金利が上昇し、4.4%下落しました。
【フランス（同）】
• 欧州中央銀行（ＥＣＢ）のラガルド総裁が追加利上げの可能性を示唆したことや、9月のユーロ圏景況感

指数が5カ月連続低下したことなどを受け、3.0%下落しました。
【豪州（同）】
• 7～9月（第３四半期）の消費者物価指数（ＣＰＩ）上昇率が前年同期比5.4％と市場予想の5.3％を上

回ったことなどから利上げ観測が高まり、5.8%下落しました。
【シンガポール（同）】
• 国際通貨基金（IMF）が発表した地域経済見通しにおいて、シンガポールの2023年経済成長率予測は

1.0%と、前回4月の発表から0.5ポイント引き下げられたことなどを受け、6.8％下落しました。

※各国・地域のリート、米国優先リートの騰落率（円ベース含む）はすべてＳ＆Ｐ指数ベース（配当込み）
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（2）円ベース（1）現地通貨ベース
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図表3：主要国リート市場及び米国優先リート市場の指数推移

データ期間：2018年2月28日～2023年10月31日（日次）
※各国のリート、米国優先リートはすべてＳ＆Ｐ指数ベース（現地通貨ベース・配当込み）
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（2）フランス

（3）豪州

（4）シンガポール

（1）米国

図表4：主要国リートのイールドスプレッド（配当利回り－10年国債金利）（2023年10月末時点）

※各国のリート、米国優先リートはすべてＳ＆Ｐ指数ベース
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグ、アライアンスバーンスタインのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

図表2：セクター別騰落率（2023年10月末時点）

※各リート指数はすべてＳ＆Ｐ指数ベース（現地通貨ベース）
出所）Ｓ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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図表5：主要国リートの配当利回りと10年国債金利推移
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図表6：主要国リートのＰＢＲの推移

（3）豪州

（4）シンガポール

データ期間：2018年2月末～2023年10月末（月次）

（1）米国

※スプレッド＝配当利回り－10年国債金利 データ期間：2018年2月末～2023年10月末（月次）

（2）フランス （4）シンガポール

（2）フランス

（3）豪州

※図表5～6の各国リート指数はすべてＳ＆Ｐ指数ベース
出所）図表5～6はＳ＆Ｐ、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（1）米国

図表7：グローバルリートのＰＢＲ（株価純資産倍率）の推移

※米国・フランス・豪州・シンガポールリートの各月末ＰＢＲの時価総額加重平均（Ｓ＆Ｐ指数ベース、時価総額は米ドルベース）
出所）Ｓ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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